
東日本大震災に関し、継続的な支援施策を求める建議 

 

 

広い範囲に激甚な被害をもたらした東日本大震災は、発生以来、一年を迎えようと

しています。被災地では復興へ向けて懸命の努力が重ねられていますが、被害の規模

があまりにも大きく、様々な問題から、その進捗は順調であるとはとても言えません。

中でも、東京電力福島第一原子力発電所の事故では、広い範囲に渡って放射能汚染が

拡がり、汚染の激しい地域では今後長期間、居住すらもできない状況が続くと思われ

ます。 

 

大震災の発生以来、大谷派宗門は、宗祖御遠忌の第一期法要を被災者支援のつどい

としてお勤めし、全国から寄せられた救援金や支援物資を被災教区・関係自治体等に

届けるなどして支援を行ってきました。この間、多くの教区から有志によるボランテ

ィア活動も盛んに行われ、被災地に派遣された宗務役員は延べ 440 人に達しました。

また、福島原発関係では被災地からの要請に基づき、放射線被曝からの子どもたちの

一時避難として、北海道教区の青少年研修センター及び高田教区の池の平青少年セン

ターなどが施設の提供を行い、宗門としてその経費の助成を行いました。本臨宗にも、

食品の放射能汚染を測定する機器購入や北海道教区と望洋大谷学園で実施予定の一

時避難経費などが盛り込まれた 2011 年度補正予算が当局より提案されています。 

 

しかしながら、東日本大震災のもたらした災禍からの復興への道は険しく長く、こ

とに原発事故による被災については、放射性物質の除染に相当な年数を要し、その間、

被災地では放射線被曝に怯えながら生活せざるを得ません。その意味でも、宗門が行

う支援は単発的なもので終わることなく、息長く継続的になされていくことが強く望

まれています。宗議会に身を置く私たちは、真宗大谷派に相応しい支援のあり方を学

び問い続け、それが有効なものとして実施されることに力を注いでいく決意でありま

す。当局におかれても、2012 年度以降、一定の予算を確保し、より実効性のある支援

施策を継続していただくよう、ここに建議するものであります。最後に、宗門各位に

おかれても、震災被災地に思いを馳せ、継続的な支援を行っていくためのご協力を心

よりお願い申し上げます。 
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